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1. はじめに 
本年 7月 2日，熊本県水俣市から胎児性水俣病の患者さんを講師として招き，講演会「水俣病の経
験から何を学ぶか」を開催した。これに先立ち，6月 30日，7月 1日には，群馬大学社会情報学部と
宇都宮大学の合同授業として，両大学の学生，教員の他，水俣病の患者さん，地域の研究者も参加し
て，足尾鉱毒事件の被害地域である渡良瀬遊水地と足尾銅山のフィールドワークを行った。 
群馬大学社会情報学部では，昨年 5月には，水俣病や足尾鉱毒事件といった公害の教訓から，東京
電力福島第一原子力発電所事故について考えるシンポジウム「私たちは，福島にどう向き合うか ～
過去から現在，未来を学ぶ～」を開催した。科学技術の過信や経済優先の国策のもとで，人間の健康
や生活が脅かされているという点で，公害と原発事故には共通性があり，公害の歴史から福島の現在，
未来を考える必要があると考えたからだ。当初，シンポジウムは，水俣病患者に寄り添い続けた医師
の原田正純先生に基調講演をして頂くことになっていた。しかし，先生の体調が悪化したため，講演
は実現することなく，翌 6月 21日に，原田正純先生はお亡くなりになった。 
原田正純先生は，水俣病の教訓を将来に活かすために，被害の現場や当事者から学ぶことを重視し
た「水俣学」の構築を試みていた。これは，足尾鉱毒事件に取り組んだ田中正造が提唱した「谷中学」
に示唆を得たものだ。ご講演をお願いした際，すでに体調がすぐれないにもかかわらず，原田正純先
生は，「講演しますよ，その時まで生きていればね」といたずらっぽく笑い，「渡良瀬や足尾にも行か
なくては」と言われた。結局，それは実現することはなかったが，このことが深く印象に残り，この
度の胎児性水俣病患者さんの講演会と渡良瀬足尾フィールドワークの開催につながった。 
「現場に学びその成果を現場に返す，専門分野の壁を越え，専門家と素人の壁を越える」 
水俣学が目指すこのような学問の在り方は，社会情報学部が目指す社会情報学の在り方にも共通す
るものであると考える。 
本論文では，主に福島第一原発事故における国の賠償責任について検討する。ひとたび事故が発生
すれば，周辺地域に甚大な被害をもたらすことが予想される原子力発電所に対する規制は，予防原則
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と最新の知見に基づいて行われなければならない。また，原子力発電事業が国策として進められてき
た経緯に鑑みれば，その安全規制において，国の責任が重大であることはいうまでもない。しかし，
福島第一原発の安全規制において，国はその責任を果たしてこなかったといわざるを得ない。本論文
では，特に福島第一原発に対する安全規制のなかでも，特に津波対策に係る国の規制権限不行使の違
法性について検討する。その他，昨年度，群馬大学地域貢献事業として実施した「東日本大震災によ
る群馬県内避難者に関する調査」の結果から見えてきた原発避難者の状況等を示し，また，現在，基
本方針の策定をめぐって議論されている「原発事故子ども被災者支援法」の概要を紹介し，その基本
方針案について若干の検討を行うこととする。 
 
2. 福島第一原発事故の概要 
福島第一原子力発電所は，東京電力株式会社（以下「東電」という。）により，福島県双葉郡大熊
町及び双葉町にまたがって設置されたものであり，昭和46年3月に，その1号機の運転が開始された。
これ以降，福島第一原発では，次々と原子炉が増設され，昭和 54年 10月には 6号機の運転が開始さ
れ，合計 6つの原子炉が運転されるに至った。 
国会事故調1の報告書によれば，福島第一原発の事故の概要は，以下の通りである。 
平成 23年 3月 11日に発生した東北地方太平洋沖地震（以下「本件地震」という。）及びこれに伴う
津波（以下，本件地震及びこれに伴う津波とを併せて「本件震災」という。）に起因して，東電の福島
第一原発は，国際原子力事象評価尺度（INES） で「レベル 7」という極めて深刻な事故を引き起こし，
多くの住民が避難を余儀なくされる等の甚大な被害をもたらした。 
本件地震発生時，福島第一原発において，1 号機は定格電気出力一定で運転中，2 号機及び 3 号機
は定格熱出力一定で運転中，4 号機から 6 号機は定期検査により停止中であった。運転中であった 1
号機から 3号機は，地震発生直後に自動的に緊急停止した。 
本件地震により，東電新福島変電所から福島第一原発にかけての送配電設備が損傷し，全ての送電
が停止した。また，東北電力の送電網から受電する 66kV 東電原子力線が予備送電線として用意され
ていたが，1 号機金属閉鎖配電盤に接続するケーブルの不具合のため，同送電線から受電することが
できず，外部電源を喪失した。  
 その後，本件地震を起因として発生した津波により，非常用ディーゼル発電機や冷却用海水ポンプ，
配電系統設備，1号機，2号機及び 4号機の直流電源などが水没して機能不全となり，6号機の空冷式
非常用ディーゼル発電機 1 台を除く全ての電力供給機能が失われた。すなわち 1 号機，2 号機及び 4
号機の全電源喪失並びに 3号機及び 5号機の全交流電源喪失が生じた。3号機は，直流電源のみ辛う
じて残ったものの，3月 13日未明には放電し全電源喪失となった。 
適時かつ実効的な原子炉の冷却は，電源喪失によって著しく困難となり，その結果，放射性物質を
大量に外部環境に放出する大事故に至った。 
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3. 原子力損害賠償制度と国の賠償責任 
3.1. 原子力損害賠償法に定める賠償責任の特徴 
原子炉の運転等により原子力損害が生じた場合における損害賠償については，原子力損害の賠償に
関する法律（以下，「原賠法」という。）が，基本的制度を定めている。福島第一原発事故以前に原賠
法が適用された例は，平成 11年に茨城県の東海村で起きた JCO臨界事故のみである。 
 原賠法は，被害者の保護を図ること及び原子力事業の健全な発達に資することを目的として掲げ（1
条），原子炉の運転等により生じた原子力損害について，原子力事業者が賠償責任を負うと定めている。
同法において「原子力損害」とは，核燃料物質の原子核分裂の過程の作用又は核燃料物質等の放射線
の作用若しくは毒性的作用（これらを摂取し，又は吸入することにより人体に中毒及びその続発症を
及ぼすものをいう。）により生じた損害（2条 2項）をいうものとされ，また，「原子力事業者」とは，
核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律 （以下，「原子炉等規制法」という。）により
原子炉の設置許可を受けた者等（2条 3項）をいうものとされる。 
原賠法に定める賠償責任の特徴として，原子力事業者について，無過失責任及び無限責任（3 条 1
項本文），異常に巨大な天災地変又は社会的動乱によって生じた原子力損害についての免責（3条 1項
ただし書き），責任の集中（4条 1項）が挙げられる2。 
また，同法は，原子力事業者に，原子力損害を賠償するための措置（以下「損害賠償措置」という。）
を講ずることを義務づけ（6条），損害賠償措置の内容について，原子力損害賠償責任保険契約及び原
子力損害賠償補償契約の締結若しくは供託であって，一事業所当たり 1200億円を原子力損害の賠償に
充てることができるものと定める（7 条 1 項）他，原子力事業者が賠償責任を負うべき額が損害賠償
措置額を超えた場合の国の措置（16条，17条），原子力損害の賠償に関して紛争について，和解の仲
介を行い，また，当該紛争の当事者による自主的な解決に資する一般的な指針を定める原子力損害賠
償紛争審査会の設置（18条）等について定めている。 
 一般原則として，不法行為に基づく賠償責任は過失責任であり，加害者の賠償責任が認められるた
めには，被害者が加害者の故意又は過失を立証しなければならない。しかし，高度に専門技術的であ
る原子炉の運転等により生じた原子力損害の賠償責任について，この一般原則を適用した場合，被害
者が加害者である原子力事業者の故意又は過失を立証することは極めて困難であることが予想される。
そこで，被害者保護の観点から，原賠法は，原子力事業者の賠償責任について無過失責任を定めてい
る。その背景には，危険な施設を設置又は管理する者は，過失がなくとも当該施設から生じた損害を
賠償すべきであるとする危険責任主義の考え方があるといわれている3。なお，原子力事業者が負担す
べき賠償額については，上限が定められていないことから，原子力事業者は，「原子炉の運転等」と「原
子力損害」との間に相当因果関係があると認められた場合には，無限の賠償責任を負うものとされる。 
 ただし，原賠法は，「異常に巨大な天災地変4又は社会的動乱」によって生じた原子力損害について
は，原子力事業者を免責するとしている。本件震災が，「異常に巨大な天災地変」に当たるかどうか，
すなわち，本件原子力損害について，東電が免責されるどうかについては議論がある5。政府はこれを
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否定しており6，原子力損害賠償紛争審査会もまた，東電が免責されないことを前提として指針を策定
している。東京地裁平成 24年 7月 19日判決（判時 2172号 57頁）は，「原賠法 3条 1項ただし書所定
の『異常に巨大な天災地変』とは，人類がいまだかつて経験したことのない全く想像を絶するような
事態に限られるとした上，本件震災はそのような事態に該当しない」と判示した。 
 本論文は，本件震災は，「異常に巨大な天災地変」に当たらず，本件原子力損害は，地震，津波及び
シビアアクシデント等の各対策において，結果を回避するための予見可能な合理的措置をとらなかっ
た東電の過失によって生じたものであり，したがって，東電は，本件原子力損害についての賠償責任
を免れないという考えに立つものである。 
3.2. 責任集中の規定と国の賠償責任の存否 
原賠法 4条は，責任の集中を定め，原子力損害について原子力事業者以外は賠償責任を負わないも
のとする。原賠法に責任集中が定められた背景には，日本政府が原子力発電事業を推進するために，
日米原子力協定及び日英原子力協定を締結したことがあるといわれている7。昭和 30年 11月に締結さ
れた日米原子力研究協定（正式名称「原子力の非軍事的利用に関する協力のための日本国とアメリカ
合衆国との間の協定」）について昭和 31年 11月に締結された細目協定には，米国から賃貸された濃縮
ウランの引渡しをうけた後は，その製造，所有，賃貸，占有，使用から生ずる一切の責任から米国政
府を免除するという免責条項が盛り込まれた。米国は，この免責条項なくして濃縮ウランの賃貸はで
きないと考えていた8。昭和 33 年 6月に締結された日英原子力協定（正式名称「原子力の平和的利用
における協力のための日本国政府とグレート・ブリテン及び北部アイルランド連合王国政府との間の
協定」）においても，原子炉の運転のために提供された燃料の生産又は加工に起因する損害について，
連合王国政府及び公社を免責する旨が定められた。これらの協定の締結を契機として，原子力損害賠
償制度に関する検討が始まり，昭和 36年に原賠法が成立した。 
原賠法 4条が定める責任集中について，科学技術庁原子力局監修『原子力損害賠償制度〔改訂版〕』
（通商産業研究社 平成 3年）59 頁には，「第 3 条第 1 項及び第 2 項の規定は，原子力損害につき
それぞれ無過失責任を負うべき者を定めているが，その原子力損害の発生につき原因を与えている他
の者が民法又はその他の法律（国家賠償法，自動車損害賠償保障法等）に基づいて責任を有する場合
においては，これらの者もまた（無過失責任ではないにしても）賠償責任を有するものとみなされる
余地がある。そこで本項において，とくにその他の者は一切責任を有しない旨を明白にしたものであ
る」とあり，また，同書 12頁には，「賠償責任を特定の者―原子力事業者―に集中する。また，その
者から他の者に対する求償権の行使を制限する。これによって，被害者は賠償請求の相手方を容易に
認識することかができ，また，原子事業者と取引関係にある者の地位が安定せしめられることになる。
このような責任の集中は，他の損害賠償制度では余りみられない点である」と記されている。この考
え方によれば，原子力損害について，民法や国家賠償法に基づく損害賠償請求をすることはできない
ということになる。 
これに対し，国家賠償請求は可能であるとする見解もある9。例えば，日本弁護士連合会東日本大震
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災原子力発電所事故等対策本部原子力プロジェクトチーム 委員である小島延夫弁護士は，「国がその
権限行使に過失があり，それにより事故を引き起こされたことが認められる場合には，国は，国家賠
償法 1 条に基づく責任を負うと解すべきである」とし，その理由として，「第一に，事故の規模の大
きさ・長期性継続性・程度内容の深刻さを考えると，国に過失がある場合にまでその責任を免除する
のは相当とは考えられないからであり，第二に，国の責任を免責することにより「安全対策をするべ
き行政の責務が不明確なものとなり，事故発生のリスクが増大する」とともに「事故発生後の国の対
応責任さえもあいまいなものとなるからである」と述べる10。 
前述の通り，原賠法の責任集中規定は，日本政府が原子力発電所事業を推進するに当たり，米英か
らの免責要求に応えるために設けられたものであり，その主眼は，原子力事業者と取引関係にある原
子炉の製造者，核燃料の提供者，原子炉設置工事請負業者等の賠償責任を免責することにより，その
取引を安定させることにある。そうした責任集中の立法経緯からは，国策として推進されてきた原子
力事業について，国の安全規制権限不行使の違法に基づく賠償責任を否定することはできないと考え
られる。また，国家賠償請求権を否定することは，「何人も，公務員の不法行為により，損害を受けた
ときは，法律の定めるところにより，国又は公共団体に，その賠償を求めることができる」と定める
憲法 17条に違反すると考えられる。 
 
4. 福島原発事故における国の賠償責任    
4.1. 国家賠償法１条１項における規制権限不行使の違法 
いかなる場合に規制権限の不行使が国家賠償法上違法となるかについては，宅建業者事件最高裁判
決（最高裁平成元年 11月 24日第二小法廷判決・民集 43巻 10号 1169頁），クロロキン事件最高裁判
決（最高裁平成 7年 6月 23日第二小法廷・民集 49巻 6号 1600頁），水俣病関西事件最高裁判決（最
高裁平成 16年 4月 27日第三小法廷・民集 58巻 4号 1032頁参照）が，判断の枠組みを示している。
これらの判例によれば，国又は公共団体の公務員による規制権限の不行使は，その権限を定めた法令
の趣旨，目的，その権限の性質等に照らし，具体的事情の下において，その不行使が許容される限度
を逸脱して著しく合理性を欠くと認められるときは，その不行使により被害を受けた者との関係にお
いて国家賠償法１条１項の適用上違法となるものと解される。 
以下において，福島第一原発事故以前の原子力安全規制の仕組みと権限を整理したうえで，福島第
一原発における津波対策に係る国の規制権限不行使の違法性について検討する。 
4.2. 福島第一原発事故以前の原子力安全規制の仕組みと権限 
福島第一原発事故を契機として，原子力利用に係る安全規制体制の抜本的な見直しが行われ，平成
24年に安全規制行政を一元的に担う新たな組織として原子力規制委員会が設置され，原子炉等規制法
の大幅な改正が行われた。 
平成 24年改正前の原子炉等規制法（以下「旧原子炉等規制法」という。）は，実用発電用原子炉を
設置しようとする者は，経済産業大臣の許可を受けなければならないとし（23 条 1 項），実用発電用
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原子炉設置の許可申請は，同法 24条 1項各号に適合していると認める場合でなければ許可をしてはな
らないとする。また，旧原子炉等規制法は，経済産業大臣は，前記の許可をする場合は，あらかじめ
同法24条1項4号等に規定する基準の適用については原子力安全委員会の意見を聞かなければならな
いとする（24 条 2 項）。原子力安全委員会は，同委員会が定める指針に基づき，原子炉施設の安全審
査を行っている。主な指針としては，発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針（平成 2年
8月 30日原子力安全委員会決定），発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針（平成 2年 8
月 30日原子力安全委員会決定），発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針（以下，「新耐震設計審
査指針」という。）（平成 18年 9月 19日原子力安全委員会決定）等がある。 
旧原子炉等規制法は，原子炉施設の定期検査を定めているが（29 条），実用発電用原子炉の検査に
ついては，同条は適用されず，電気事業法が適用される（73条）。 
電気事業法は，「電気事業の運営を適正かつ合理的ならしめることによって，電気の使用者の利益
を保護し，及び電気事業の健全な発達を図るとともに，電気工作物の工事，維持及び運用を規制する
ことによって，公共の安全を確保し，及び環境の保全を図ることを目的とする」（1 条）。実用発電用
原子炉は，電気事業法 38条 3項にいう「事業用電気工作物」に当たり，電気事業法 39条が適用され
る。同法 39条 1項は，「事業用電気工作物を設置する者は，事業用電気工作物を経済産業省令で定め
る技術基準に適合するように維持しなければならない。」とし，同条 2項 1号は，前項の経済産業省令
で定める技術基準について，「事業用電気工作物は，人体に危害を及ぼし，又は物件に損傷を与えない
ようにすること」と定めている。電気事業法 40条は，「経済産業大臣は，事業用電気工作物が前条第
1 項の経済産業省令で定める技術基準に適合していないと認めるときは，事業用電気工作物を設置す
る者に対し，その技術基準に適合するように事業用電気工作物を修理し，改造し，若しくは移転し，
若しくはその使用を一時停止すべきことを命じ，又はその使用を制限することができる」と定めてい
る。発電用原子力施設に関する技術基準を定める省令（昭和 40年 6月 15日通商産業省令第 62号，以
下，「省令 62号」という。）は，電気事業法 40条に定める技術基準適合命令等を発する際の判断基準
を定めるものである。省令 62号（平成 23年 10月 7日改正前のもの）4条は，「原子炉施設並びに一
次冷却材又は二次冷却材により駆動される蒸気タービン及びその附属設備が想定される自然現象（地
すべり，断層，なだれ，洪水，津波，高潮，基礎地盤の不同沈下等をいう。ただし，地震を除く。）に
より原子炉の安全性を損なうおそれがある場合は，防護措置，基礎地盤の改良その他の適切な措置を
講じなければならない。」と定める11。 
一方，原子力安全員会の定める指針類は，原子炉等規制法の委任に基づく省令ではないものの，経
済産業大臣の訓令 により，行政手続法 5条 1項の規定による原子炉の設置，運転に係る審査基準とし
て用いられている。また，原子力安全・保安院の内規である「発電用原子力設備に関する技術的基準
を定める省令の解釈について（平成 17年 12月 15日原院 5号）」によれば，省令 62号 5号に定める耐
震性の審査は，新耐震設計審査指針に適合することが求められているものの，発電用原子炉施設に関
する耐震設計審査指針（昭和 53年 9月策定，昭和 56年 7月一部改訂，平成 13年 3月一部改訂）（以
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下「旧耐震設計審査指針」という。）を適用して設置又は設置変更が許可された発電用原子力設備につ
いては，旧耐震設計審査指針に適合することが求められるにすぎない12。 
なお，津波について，新耐震設計審査指針は，地震随伴事象に対する考慮として，「施設の供用中
に極めてまれではあるが発生する可能性があると想定することが可能な津波によっても，施設の安全
機能が重大な影響を受けるおそれがないこと。」と記している。 
技術基準や指針類が新たに制定又は改訂された場合，既存の原発にもその内容を反映させるために
行う再評価等をバックチェックという。平成 8年の新耐震設計審査指針の制定に伴うバックチェック
は，原子力安全委員会が原子力安全・保安院にその実施を指示し，保安院から各事業者に指示された
うえで行われた。バックチェックの結果，事業者の報告内容や原発に不備があると判明した場合は，
事業者の自主的対応の他，規制当局の行政指導によって対処されることが通例のようである13。一方，
技術基準や指針類が新たに制定又は改訂された場合，既存の原発に対しても，新基準のへの適合を義
務づけることをバックフットという14。 
その他，原子炉等規制法 36 条 1 項は，経済産業大臣は，原子炉施設の性能が前条 1 項の規定に基
づく省令である実用発電用原子炉の設置，運転等に関する規則（昭和 53年 12月 28日通産省令 77号）
（以下，「省令 77号」という。）に違反していると認めるときは，原子炉の設置者に対し，原子炉施設
の使用停止，改造，修理又は移転，原子炉の運転の方法の指定その他保安のために必要な措置を命ず
ることができると定めている。 
4.3. 津波対策に係る規制権限不行使の違法 
4.3.1. 津波想定と被害予測の変遷 
国会事故調の報告書によれば，津波想定と被害予測の変遷は，以下の通りである。 
福島第一原発 1号機の設置許可申請書（昭和 41年 7月 1日設置許可申請，同年 12月 1日許可）は，
敷地南方約 50km小名浜港における潮位について，「最高潮位 O.P.（小名浜港工事基準面）15 +3.122m
（1960.5.24チリ地震津波）」「最低潮位O.P.-1.91835m（1960.5.24チリ地震津波）」と記しているのみで
ある。原子炉安全専門審査会の報告書も，これを書き写しているだけであるが，この評価に基づき，
福島第一原発 1号機は，設置を許可され，35mの丘陵をO.P.+10mに切り下げて建設された。O.P.+10m
という高さは，地質状況，復水器冷却水の揚水に必要な動力費，土工費，高波及び津波に対する安全
性を勘案して，東電の土木関係者が独自に決定したものであり，1 号機の非常用海水ポンプの電動機
は，O.P.+5.6mのところに設置された。 
政府の地震調査研究推進本部は，平成 14年 7月，「三陸沖から房総沖にかけての地震活動の長期評
価について」を発表した。このなかで，福島第一原発の沖合を含む日本海溝沿いで，M8 クラスの津
波地震 30 年以内に 20％程度の確率で発生すると予測した。この長期評価は，東北地方太平洋沖地震
の震源域の一部しか推定できていなかったが，本事故時の高い津波はこの長期評価からだけでも予測
できた。東電が平成 20年 5月ごろに計算した結果によると，この長期評価の予測する津波地震は，福
島第一原発の敷地にO.P.+15.7mの津波をもたらし，4号機原子炉建屋周辺は，2.6mの高さで浸水する
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と予想された。 
スマトラ沖津波（平成 16 年）でインド・マドラス原発の非常用海水ポンプが運転不能になったこ
とや，宮城県沖の地震（平成 17年 8月）において女川原発で基準を超える揺れが発生したことから，
想定を超える事象も一定の確率で発生するとの問題意識を持ち，保安院と独立行政法人原子力安全基
盤機構は平成 18 年 1 月に溢水勉強会を設置した。平成 18 年 5 月 11 日の勉強会で，福島第一原発 5
号機の想定外津波について東電が検討状況を報告した。O.P.+10 mの津波が到来した場合，非常用海水
ポンプが機能喪失し炉心損傷に至る危険性があること，また O.P.+14m の津波が到来した場合，建屋
への浸水で電源設備が機能を失い，非常用ディーゼル発電機，外部交流電源，直流電源全てが使えな
くなって全電源喪失に至る危険性があることが示された。それらの情報が，この時点で東電と保安院
で共有された。 
平成 18 年 9 月，原子力安全委員会が耐震設計審査指針を改訂し，津波については「施設の供用期
間中に極めてまれではあるが発生する可能性があると想定することが適切な津波によっても，施設の
安全機能が重大な影響を受けるおそれがないこと」と定めた。 
平成 21年 6月に，総合資源エネルギー調査会の専門家会合において，貞観地震（869年）で福島に
も非常に大きな津波が来ていたことが委員から指摘された。その後の東電の計算によると，貞観津波
の波高は福島第一の地点でO.P.+ 9.2mになり，東電はその数値を平成 21年 9月に保安院に報告した。 
4.3.2. 電気事業法における規制権限とその不行使の違法 
経済産業大臣は，平成 14 年には，政府の地震調査研究推進本部が発表した「三陸沖から房総沖に
かけての地震活動の長期評価について」により，本件震災時の高い津波を予測することができる状況
にあり，また，平成 18年 5月には，福島第一原発の敷地高さを超える津波が到来した場合に，海水ポ
ンプが機能喪失し炉心損傷に至る危険があり，また，建屋への浸水に伴い全交流電源喪失に至る危険
があると認識していたといえる。 
電気事業法 39条 2項 1号は，同法 40条に定める規制権限を行使する際の判断基準である技術基準
について，「事業用電気工作物は，人体に危害を及ぼし，又は物件に損傷を与えないようにすること」
と定めている。その趣旨は，原子炉施設周辺の住民の生命，健康，身体の安全等を個々人の個別的利
益として保護することにあると解され。したがって，同法 40条に定める規制権限の主要な目的は，住
民の生命，健康，身体の安全等の保護にあるといえる。それは，電気事業法 39条 2項 1号と目的を共
通にする原子炉等規制法 24条 1項 3号及び 4号につき，「事故等がもたらす災害により直接的かつ重
大な被害を受けることが想定される範囲の住民の生命，身体の安全等を個々人の個別的利益としても
保護すべきものとする趣旨を含む」としたもんじゅ事件最高裁判決（最高裁平成 4年 9月 22日第三小
法廷・民集 46巻 6号 571頁）からも明らかである。 
ひとたび事故が発生すれば，周辺地域に甚大な被害をもたらすことが予想される原子力発電所に対
する規制は，予防原則と最新の知見に基づいて行われなければならいこと，また，原子力発電事業が
国策として進められてきた経緯に鑑みれば，その安全規制において，国の責任が重大であることはい
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うまでもない。 
福島第一原発については，平成 18 年には，長期評価から予測された津波の高さを想定し，また，
津波により原子炉の安全性が損なわれるおそれがあるという認識に基づき，省令 62号 4号（防護施設
の設置等）を運用することが求められ，かつ，電気授業法 40条に基づき，経済産業大臣は，福島第一
原発が省令 62号 4号に適合していない場合には，東電に対し，これに適合するように規制権限を行使
することが求められていたといえる。 
津波対策としては，防潮堤（堤防）の設置，防潮壁の設置，原子炉建屋等の水密扉化，熱交換器建
屋の浸水防止対策，開閉所防潮壁の設置，空冷式ガスタービン発電機車等の追加配備，緊急用の高圧
配電盤の設置と原子炉建屋への常設ケーブルの布設，代替水中ポンプ及び代替海水熱交換器設備の配
備，高台への緊急時用資機材倉庫の設置等があり，これらの対策が十分に講じられていれば，本件大
震災時において，少なくとも津波による炉心損傷又は全電源喪失という事態は回避され，被害の拡大
を相当程度回避することができたものと考えられる。 
ところが，実際には，平成 18年以降，福島第一原発について，省令 62号 4号が，長期評価から予
測された津波の高さを想定し，また，津波により原子炉の安全性が損なわれるおそれがあるという認
識に基づいて運用されることはなく，電気授業法 40条に基づく規制権限が行使されることもなかった。
その結果，本件地震を起因として発生した津波により全電源が喪失し，原子炉の冷却が不可能となり，
環境中に大量の放射性物質が放出され，甚大な被害をもたらすに至った。 
以上の事情から，経済産業大臣が，平成 18年において，電気事業法 40条に基づく規制権限を行使
しなかったことは，同法の趣旨，目的，当該権限の性質に照らし，その不行使が許容される限度を逸
脱して著しく合理性を欠くものであって，その不行使により被害を受けた者との関係において国家賠
償法１条１項の適用上違法となるものと解される。 
 
5. 福島原発事故による群馬県内避難者の状況，被害の実態 
5.1. 東日本大震災による避難者数 
平成 23年 3月 11日に発生した東日本大震災，それに伴う巨大津波と東京電力福島第一原子力発電
所の事故により，岩手県，宮城県，福島県等の被災地の住民約 47 万人が避難を余儀なくされ，平成
25 年 8月 12日現在も，約 29万人が，全国 47都道府県において避難生活をおくっている。都道府県
別の避難者数は，多い順に，宮城県（9万 7715人），福島県（9万 1998人），岩手県（3万 7852人），
東京都（8828人），山形県（7974人），茨城県（5223人），新潟県（5080人），千葉県（4026人）等と
なっている16 。 
県外から群馬県に避難した避難者の数は，平成 23年 3 月 27 日において 3730人とされ，同年 4月
以降，旅館，ホテル等を利用した避難所の閉鎖に伴い急激に減少した。平成 23年 8月から平成 24年
3月までは約 2000人で推移していたが，平成 24年 4月以降，現在まで，緩やかな減少傾向にある。
平成 25 年 8月 12日現在，群馬県における避難者数は，1606人である。そのうちの 1501人が福島県
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からの避難者であり，福島県からの避難者が，全体の約 93％を占めている。 
震災後の当初，片品村，東吾妻町，草津町が，福島県南相馬市の住民を集団的に受入れたことから，
群馬県には南相馬市からの避難者が多かった 。平成 24年 8月 15日の時点において，南相馬市からの
避難者が 452人で最も多く，次いで多いのが，浪江町からの避難者で 248人となっている。福島県以
外からの被災県からの避難者は，宮城県から 90人，岩手県から 18人，茨城県から 6人である。 
群馬県への避難者は，震災後の当初は，片品村，東吾妻町，みなかみ町，草津町といった山間部の
町村に多かったが，当該町村にある旅館，ホテルなどを利用した避難所の閉鎖に伴い，当該町村の避
難者数は減少した 。平成 25年 9月 4日現在，避難者の多くは，高崎市（338人），太田市（269人）
前橋市（236 人），館林市（135 人），伊勢崎市（133 人），といった比較的都市部の市町に居住してい
る17。 
5.2. 東日本大震災による群馬県内避難者に関する調査 
平成 24年度群馬大学地域貢献事業として，平成 24年 8月から 10月にかけて，「東日本大震災によ
る群馬県内避難者に関する調査」18 を実施した。これは，東日本大震災により群馬県へ避難している
方を対象として，アンケート及び聞き取りによる調査を行ったものである。聞き取り調査は，福島県
からの避難者 37名の方に行った。これらの調査の結果から見えてきた避難者の状況，被害の一部を以
下に紹介する。 
5.2.1. アンケート調査の結果 
アンケート調査の対象は，群馬県内で避難生活をする約 680世帯の世帯主であり，回収率は 185件
（回収率 27％）であった。 
震災時の住所については，回答数が多い順に，南相馬市 168 件（24.3%），浪江町 33件（17.8％），
いわき市 12件（6.5％），郡山市 12件（6.5％），大熊町 12件（6.5％），双葉町 9件（4.9％），富岡町 9
件（4.9％），福島市 9件（4.9％）等であった。避難等区域指定の有無・区分については，警戒区域 80
件（43.2％），指定なし38件（20.5％），緊急時避難準備区域29件（15.7％），計画的避難区域10件（5.4％），
特定避難勧奨地点 1件（0.5％）であった。 
アンケート回答者は，福島県の東部いわゆる浜通りからの避難者が多い。また，福島第一原発から
半径 20km 以内の警戒区域からの避難者がもっとも多いが，次いで，いわゆる自主避難者が多い。 
現在の住居については，応急仮設住宅 135 件（73.0％）であり，その内訳は，県の借上げ民間賃貸
住宅 50件（27.0％），市町村営住宅 32件（17.3％），市町村の借上げ民間住宅 18 件（9.7％），県営住
宅 16 件（8.6％）等となっている。現在の住居について，インターネットに接続しているパソコンが
設置されていない 89件（48.1％），エレベータ （ー3階以上にお住まいの方について）が設置されてい
ない 44件（23.8％）であった。 
「世帯主とその他の家族が同居しているか」という質問に対して，「同居していない」58件（31.4％），
「現在，家族のなかに身体や心に不調を訴える方はいるか」という質問に対して，「いる」121件（65.4％）
であった。「どのような不調か」という質問に対して，複数回答で，「イライラすることが増えた」75
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件（62.0％），「憂鬱で気分が沈みがちになった」65件（53.7％），「肩・腰・首がこる又は痛む」54件
（44.6％），「よく眠れない」53件（43.8％），「体重が急激に変化した」47件（38.8％）等であった。 
原子力損害賠償については，「東電に損害賠償請求していない」39件（23.6％）19であり，その理由
は，「手続きのしかたが分からない」，「記入しているひまがない」，「何を（だれを）信じて相談すれば
いいのかわからない」，「自主避難だから」等であった。損害賠償について，専門家に相談し又は説明
会に参加したか」という質問に対して，「していない」86件（52.4％）であり，その理由は，「どうす
れば良いか分からない」，「説明会などの情報がない」，「時間がない」，「会場が遠い」，「子どもがいて
行けない」等であった。「賠償請求の方法，賠償の対象（どのような損害が賠償されるか）を理解して
いるか」という質問に対し，理解度を 5 段階で，高い順に 54321 と評価して，「１」28 件（17.2％），
「２」32件（19.6％），「３」65件（39.9％），「４」22件（13.5％），「５」16件（9.8％）であった。「東
電が示している損害賠償の対象，金額に満足していますか」という質問に対して，満足度を 5段階で，
高順に 54321と評価して，「１」91件（56.2％），「２」38件（23.5％），「３」26件（16.0％），「４」６
件（3.7％），「５」1件（0.6％）であった。 
今後の生活については，「分からない」67 件（36.2％），「避難元に帰る予定だが，時期は未定」51
件（27.6％），「群馬県に定住する予定」36 件（19.5％），「避難元に帰る予定であり，時期も決めてい
る」12件（6.5％），「その他」4件（2.2％）であった。 
5.2.2. 調査の結果から見えてきたもの 
■家族の離散，二重生活 
原発事故による避難は，多くの家族をバラバラにしてしまった。①被ばくを避けるため，母親と子
どもは群馬に自主避難し，父親は福島の自宅に残り仕事を続けているケース，②警戒区域内の自宅か
ら避難を余儀なくされたものの，震災以前と同じ学校に通学するため，高校生の子どもと祖父母は福
島県内の応急仮設住宅で暮らし，父親，母親，小学生の子どもが，父親の再就職先である群馬に避難
しているケース，③被ばくを避けるために，いわき市内で近居していた祖父母と離れ，シングルマザ
ーと障害のある子どもが，群馬県に自主避難しているケース等，本調査をつうじて，家族離散のさま
ざまな実態が見えてきた。こうした家族は，避難元と避難先などを行き来する「二重生活」になるこ
とも少なくない。 
原発事故による避難は，家族を物理的に引き離しただけではなく，家族間の愛情や信頼関係にも亀
裂を生じさせた。自主避難者に対しては，賠償や支援が乏しいため，経済的負担が重くのしかかる。
自主避難をめぐって夫婦間で意見が対立し，離婚問題に発展したケースもある。いずれのケースにお
いても，家族の離散により，家事，子育て，介護，団らんといった家庭の機能は損なわれ，避難者家
族は，精神的にも経済的にも苦しい状態に置かれている。 
■コミュニティの喪失，地域社会からの孤立 
原発事故による避難者は，土地を離れ，バラバラになったことで，そこで築いてきた相互扶助の人
間関係，仕事，生活習慣，文化，慣れ親しんだ自然環境などを失ってしまった。コミュニティを失う
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ことは，その土地で人生の大半を過ごしてきた人々，特に高齢者にとっては，生きる意味を失うのと
同じくらい辛いことである。様々な困難を抱えている避難者が，避難先で，仕事を得て，人間関係を
築き，その地域の生活習慣，文化，環境に順応し，生きがいを見出して生活することは，比較的若い
世代にとっても，決して容易なことではない。避難者の多くは，避難元と避難先のいずれの地域社会
からも孤立しがちであり，それが心身にも悪影響を及ぼしていると考えられる。 
■健康の悪化，被ばくの健康影響に対する不安 
アンケート調査では，精神的な不調を訴える方が多かった。聞き取り調査では，多くの方から，「震
災直後よりも，むしろここにきてどっと疲れが出た」という声を聞いた。また，数人の若いお母さん
から，震災後，睡眠薬や精神安定剤を服用するようになったと聞いた。アンケート調査及び聞き取り
調査では，特に子どもの健康について，被ばくの影響を心配する声が非常に多く上がっていた。群馬
県内でも，甲状腺検査や内部被ばく検査などを受診できるようにしてほしいという強い要望があった。
福島県立医科大学が実施している子どもの甲状腺検査に対しては，不信感を抱いている方が多かった。 
■今後の生活の見通しが立たないことの不安，苦しみ 
アンケート調査では，今後の生活について，約 36％が「分からない」，約 28％が「避難元に帰る予
定だが，時期は未定」と回答している。「群馬県に定住する予定」と回答したのは，約 20％であり，「避
難元に帰る予定であり，時期も決めている」と回答したのは，わずか約 6％であった。「避難元に帰る
予定だが，時期は未定」と回答した理由としては，「除染がおわり，数値が安定してから，福島原発の
危険性がなくなってから」，「確実に安全な生活を送れるようになるまでは，帰らない予定だが年数が
かかっても戻りたい気持ちは変わらない」，「今後，インフラ整備，除染等が行なわれるが，いつ完了
するか不明」，「避難元が警戒区域になっており，帰るにも計画がたたない」など，帰りたい気持ちは
あるが，長期的に帰れないことを想定しているものも少なくない。アンケート調査の結果から，回答
者の多くが，今後の生活の見通しを立てられずにいることが分かる。聞き取り調査でも，多くの方が，
今後の生活の見通しが立たないことの不安，苦しみを訴えていた。 
 
6. 原発事故こども被災者支援法の課題 
2012 年 6 月に施行されたいわゆる「原発事故子ども被災者支援法」（以下，「支援法」）は，放射性
物質による放射線が人の健康に及ぼす危険について科学的に十分に解明されていないことを踏まえ，
その基本理念として，被災者生活支援等施策について，①被災者一人一人が支援対象地域（その地域
における放射線量が政府による避難に係る指示が行われるべき基準を下回っているが一定の基準以上
である地域）における居住，他の地域への移動及び移動前の地域への帰還についての選択を自らの意
思によって行うことができるよう，被災者がそのいずれを選択した場合であっても適切に支援するも
のでなければならないこと（2 条 2 項），②子ども（胎児を含む。）が放射線による健康への影響を受
けやすいことを踏まえ，その健康被害を未然に防止する観点から放射線量の低減及び健康管理に万全
を期することを含め，子ども及び妊婦に対して特別の配慮がなされなければならないこと（2条 5項）
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等を定めている。 
支援法は，国は，支援対象地域で生活する被災者に対し，①医療の確保に関する施策，②子どもの
就学等の援助に関する施策，③家庭，学校等における食の安全及び安心の確保に関する施策，④放射
線量の低減及び生活上の負担の軽減のための地域における取組の支援に関する施策，⑤自然体験活動
等を通じた心身の健康の保持に関する施策，⑥家族と離れて暮らすこととなった子どもに対する支援
に関する施策等を講ずるものとする（8条）。支援対象地域から移動して支援対象地域以外の地域で生
活する被災者に対しては，①支援対象地域からの移動の支援に関する施策，②移動先における住宅の
確保に関する施策，③子どもの移動先における学習等の支援に関する施策，④移動先における就業の
支援に関する施策，⑤移動先の地方公共団体による役務の提供を円滑に受けることができるようにす
るための施策，⑦支援対象地域の地方公共団体との関係の維持に関する施策，家族と離れて暮らすこ
ととなった子どもに対する支援に関する施策等を講ずるものとする（9条）。支援対象地域以外の地域
から帰還する被災者に対しては，①当該地域への移動の支援に関する施策，②当該地域における住宅
の確保に関する施策，③当該地域における就業の支援に関する施策，④当該地域の地方公共団体によ
る役務の提供を円滑に受けることができるようにするための施策，⑤家族と離れて暮らすこととなっ
た子どもに対する支援に関する施策等を講ずるものする。 
また，支援法は，国は，東京電力原子力事故に係る放射線による健康への影響に関する調査につい
て，必要な施策を講ずるものとし，少なくとも，子どもである間に一定の基準以上の放射線量が計測
される地域に居住したことがある者（胎児である間にその母が当該地域に居住していた者を含む。）等
に係る健康診断については，それらの者の生涯にわたって実施されることとなるよう必要な措置を講
ずるものとし（13 条 2 項），被災者たる子ども及び妊婦が，東京電力原子力事故に係る放射線による
被ばくに起因しない負傷又は疾病を除いた医療を受けたときに負担すべき費用について，その負担を
減免するために必要な施策その他被災者への医療の提供に係る必要な施策等を講ずることを定めてい
る（13条 3項）。 
福島原発事故による群馬県内避難者に対するアンケート及び聞き取り調査からも明らかにされた
避難者の抱える様々な問題は，支援法の具体化によって，一定程度解決されることが期待されている。 
支援法は，その地域における放射線量が政府による避難に係る指示が行われるべき基準（年間被ば
く線量 20mSv）を下回っているが，一定の基準以上である地域を「支援対象地域」と定めるに止まり，
その具体的範囲を定めていない。政府は，支援法の基本理念にのっとり，支援対象地域に関する事項
を含む基本方針を定めなければならない（5 条）とされているが，支援法の成立から 1 年以上，政府
より基本方針が示されることはなかった。支援対象地域の指定の基準については，さまざまな議論が
あり，市民団体等からは，年間被ばく線量 1mSv以上の地域とすべきであるという意見も根強かった。
平成 25年 8月 30日，復興庁は，基本方針案を示し，支援対象地域については，福島県中通及び浜通
りの 33市町村（避難指示区域等を除く。）とした。 
しかし，福島第一原発事故による放射能汚染は，福島県内に止まらず広い範囲に及んでおり，上記
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の支援対象地域は狭きに失する。また，福島県外における健康診断の実施や被災者への医療費の減免
措置については，さらに今後の検討に委ねられ，施策の実施が見送られている。この基本方針案は，
およそ原発事故子ども被災者支援法の趣旨目的及び基本理念を反映させたものとはいえず，今後，見
直しへ向けて議論がされなければならない。 
 
7. おわりに 
 「不知火の海に在るすべての御霊よ 二度とこの悲劇は繰り返しません 安らかにお眠りください」 
未曾有の原発災害を目の当たりにしたとき，脳裏をよぎったのは，水俣病犠牲者慰霊の碑に刻まれ
たこの言葉だった。かつて「魚湧く海」といわれた不知火海を臨むこの慰霊碑は，水銀ヘドロと汚染
魚を詰めたドラム缶で埋立て造成されたエコパークなる公園の突端に，水俣病の公式確認から 50年目
に当たる平成 18年に建立されたものだ。 
 平成 24年 7月末を申請期限とした水俣病救済特別措置法による救済措置に，約 6万 5000人が申請
し，また，平成 25年 4月には水俣病の認定を求める裁判の最高裁判決が下されるなど，水俣病は公式
確認から半世紀を経ても，未だ解決をみない。 
 昭和 39年，戦後，奇跡の復興を遂げた日本が，東京オリンピックに沸き立っているとき，東京から
約 940km離れた水俣では，わずかな見舞金を受け取るため，昭和 34 年の暮れにチッソとの間で結ん
だいわゆる見舞金契約により，患者たちは沈黙を強いられていた。チッソは，アセトアルデヒドの製
造を終了する昭和 43年まで，メチル水銀化合物を含んだ排水を不知火海に流し続け，その間に，国と
熊本県が工場排水に関する規制権限を行使することはなかった。経済成長が最優先とされ，熊本水俣
病の原因と責任があいまいにされるなか，昭和 40年には新潟県の阿賀野川流域で第二の水俣病が発生
した。 
 昭和 48年熊本地裁判決は，見舞金契約について，患者らの無知と経済的困窮状態に乗じて極端に低
額の見舞金を支払い，その代わりに，損害賠償請求権を一切放棄させたものであるとして，公序良俗
違反により無効と判断し，平成 16年水俣病関西訴訟最高裁判決は，国と熊本県が，昭和 35年以降に
工場排水に関する規制権限を行使しなかったことは，国家賠償法 1条 1項の適用上違法と判断した。 
 水俣病の歴史は，失敗の歴史であるといわれる。被害の発生，被害の拡大，賠償紛争の長期化とい
う水俣病のたどった不幸な歴史から，私たちは，二度と同じあやまちを繰り返すことのないよう学ば
なければならない。すでに多くの失敗を重ね，原発事故は発生した。その被害にどのように向き合う
のか，日本社会の，そして，私たち自身の，真価が問われているのだと思う。 
 
                                                        
注 
1 国会事故調査委員会は，東京電力福島第一原子力発電所事故の原因究明のための調査・提言を行う
ために国会に設置された独立した調査委員会であり，平成 23年 12月 8日に発足し，その報告書は，
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平成 24年 7月 5日に両院議長に提出された。  
2 原賠法に定める賠償制度については，別に注で挙げた他，加藤一郎「原子力災害補償立法上の問題
点」ジュリスト 190号 14頁，竹内昭夫「原子力損害二法の概要」ジュリスト 236号 29頁，森田章
「原子力損害賠償法上の無限責任」NBL956号 23頁，秋元理匡「原子力損害賠償 被害者救済法理の
試み」自由と正義 63巻 7号 23頁，除本理史「原発事故の被害補償を考える」都市問題 102巻 12号
4頁，野村豊弘「原子力事故による損害賠償の仕組みと福島原発事故」ジュリスト 1427号 118頁等
がある。 
3 水野勝「原子力損害の賠償に関する法律案 原子力損害に賠償制度―原子力事業の健全な発達へ―」
時の法令 357号 21頁参照。 
4 平成 10年 12月 11日原子力委員会原子力損害賠償制度専門部会「原子力損害賠償制度専門部会報  
告書」によれば，「異常に巨大な天災地変」とは，「一般的には歴史上例の見られない大地震，大噴
火，大風水災害等が考えられる」とされる。 
5 東電の免責を肯定する見解として，森嶌昭夫「原子力事故の被害者救済（１）―損害賠償と補償」
時の法令 1882 号 39頁。東電の免責を否定する見解として，淡路剛久「福島第一原子力発電所事故
の法的責任」NBL968号 36頁，大塚直「福島第一原子力発電所事故による損害賠償」法律時報 83
巻 11号 48頁，大塚直「福島第一原子力発電所による損害賠償」法律時報 83巻 11号 48頁，小林寛
「原子力損害賠償責任における免責規定の適用要件に関する考察」法律時報 85巻 5号 103頁等があ
る。 
6 平成 23年 5月 2日の予算委員会において，枝野幸男官房長官（当時）は，平成 23年 3月 11日に
起きた地震及びそれに伴う津波について，原賠法に定める「異常に巨大な天災地変」には該当しな
いとの考えを述べた。  
7 森嶌昭夫「原子力事故の被害者救済（３）－損害賠償と補償」時の法令 1888 号 38 頁参照。 
8 昭和 31版原子力白書第 7章§1日米原子力研究協定の締結参照。 
9 大塚直「福島第一原発事故による損害賠償と賠償支援機構法―不法行為法学の観点から―」ジュリ
スト 1433号 40頁，日本弁護士連合会編『原発事故・損害賠償マニュアル』31-33頁（日本加除出版），
卯辰昇「原子力損害賠償法における責任集中原則と国家補償」損害保険研究 74巻 1号 128頁。 
10 小島延夫「福島第一原子力発電所事故による被害とその法律問題」法律時報 83巻 9-10号 55頁。 
11 省令 62号は，福島第一原発事故を踏まえ，平成 23年 10月 7日に改正され，津波による損傷の防
止について，新たに設けられた 5条の 2において，「原子炉施設並びに一次冷却材又は二次冷却材
により駆動される蒸気タービン及びその附属設備が，想定される津波により原子炉の安全性を損な
わないよう，防護措置その他の適切な措置を講じなければならない。」とされた。 
12 具体的な評価手法については，日本電気協会電気技術指針「原子力発電所耐震設計技術指針」
（JEAG4601-1987），同補「原子力発電所耐震設計技術指針重要度分類・許容応力編」（JEAG4601-1984）
及び「原子力発電所耐震設計技術指針（追補版）」（JEAG4601-1991）によることとされている。 
13 川合敏樹「原子力発電所をめぐる防災・リスク対策法制の現状と課題」法律時報 81巻 9号 33頁，
同「東日本大震災にみる原子力発電所の耐震安全性の確保の在り方について」法律時報 83巻 5号
79頁。 
14 平成 24年改正の原子炉等規制法は，新たな規制項目として「発電用原子炉施設の維持」を設け，
「発電用原子炉設置者は，発電用原子炉施設を原子力規制委員会で定める技術上の基準に適合する
ように維持しなければならない」として，既に許可を得た施設に対しても新基準への適合（バック
フィット）を義務づけている。 
15 O.P. は，海抜を表す単位で，小名浜地方の 1年間の平均潮位を「0」としたもの。 
16 復興庁「全国の避難者等の数」平成 25年 8月 22日。 
17 群馬県危機管理室「県外からの避難者の受入れ状況」平成 25年 9月 4日現在。 
18 群馬大学社会情報学部「平成 24年度群馬大学地域貢献事業「東日本大震災による群馬県内避難者
に関する調査報告書」平成 25年 3月。 
19 「損害賠償請求をしていない」とした回答者には，自主避難者に対する一律賠償又は政府の指示
による避難者に対する仮払補償金を受け取った方が含まれている。 
 
